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(57)【要約】
　１５，０００ｇ／モルを超える分子量、および、一方のガラス転移温度（Ｔｇ）が５０
℃以上であり、他方のガラス転移温度が＋１０℃以下である少なくとも２つの異なるガラ
ス転移温度を有する、２５～７０重量％のアクリレートブロックコポリマーおよび／また
はスチレンブロックコポリマーおよび添加剤を含有し、分散体に含まれる有機溶媒が０．
５重量％未満である水性接着剤分散体。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１５，０００ｇ／モルを超える分子量、および、一方のガラス転移温度（Ｔｇ）が５０
℃以上であり、他方のガラス転移温度が＋１０℃以下である少なくとも２つの異なるガラ
ス転移温度を有する、２５～７０重量％のアクリレートブロックコポリマーおよび／また
はスチレンブロックコポリマーおよび添加剤を含有し、分散体に含まれる有機溶媒が０．
５重量％未満である水性接着剤分散体。
【請求項２】
　ブロックコポリマーが極性基を含む、請求項１に記載の接着剤分散体。
【請求項３】
　分散体が、少なくとも１つの合成樹脂、および任意にアニオン性乳化剤をさらに含有す
る、請求項１または２に記載の接着剤分散体。
【請求項４】
　分散体が、０．１～１０μｍの平均粒子径（Ｄ５０）を有する、請求項１～３のいずれ
かに記載の接着剤分散体。
【請求項５】
　分散体が、顔料またはフィラーを含まない、請求項１～４のいずれかに記載の接着剤分
散体。
【請求項６】
　ポリマーとしてアクリレートブロックコポリマーを使用し、特に樹脂を含有しない、請
求項１～５のいずれかに記載の接着剤分散体。
【請求項７】
　ポリマーとしてスチレンブロックコポリマーを使用し、特に１０～２５％の合成樹脂を
含まない、請求項１～５のいずれかに記載の接着剤分散体。
【請求項８】
　ブロックコポリマーと樹脂および／または添加剤の有機溶媒溶液を製造し、任意に中和
剤、乳化剤および／または消泡剤を含む水相にポリマー溶液を分散し、溶媒を必要に応じ
て真空下で留去することにより分散体を製造し、用いる有機溶媒が、１５０℃以下の沸点
を有する芳香族溶媒、ケトン、Ｃ１～Ｃ５アルコール、Ｃ１～Ｃ６アルコールとＣ１～Ｃ

３カルボン酸のエステルまたは炭化水素である、請求項１～７のいずれかに記載の接着剤
分散体の製造方法。
【請求項９】
　有機溶媒混合物が芳香族または脂肪族炭化水素を含まない、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　溶媒の蒸留を、真空下、１２０℃以下の温度で行う、請求項８または９に記載の方法。
【請求項１１】
　繊維および繊維物質の接着結合のための、請求項１～７のいずれかに記載の接着剤分散
体の使用。
【請求項１２】
　プラスチックフィルムを被覆し、その後別の基材へ接着結合するための、請求項１～７
のいずれかに記載の接着剤分散体の使用。
【請求項１３】
　繊維、繊維物質、またはプラスチックフィルムを接着剤分散体で被覆した後、熱により
接着可能な接着層を有する中間生成物となるまで乾燥させる、請求項１１または１２に記
載の使用。
【請求項１４】
　複合材料を得るために、被覆基材を加圧および加熱により結合させる、請求項１３に記
載の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、熱可塑性ブロックコポリマーに基づく水性接着剤に関する。この水性接着剤
は、ほんのわずかな量の溶媒しか含まないことを意図している。この水性接着剤は、繊維
またはフィルムの接着接合に使用することができる。
【背景技術】
【０００２】
　繊維接着用の接着剤は既知である。これらは反応性接着剤であっても、非反応性接着剤
であってもよい。繊維物質として、様々な種類の繊維が知られている。例えば、接着剤を
用いて、不織布基材を互いに接着できること、または不織布基材とプラスチックフィルム
を接着できることが知られている。このような接着結合は、例えば衛生製品の製造におい
て用いられる。反応性ポリウレタンに基づく溶融接着剤を使用し得ることが知られており
、放射線架橋結合性ポリマーに基づく接着剤も既知である。
【０００３】
　さらに、高強度繊維複合材を産生するために繊維を接着結合し得ることが知られている
。これに関して、ポリマーマトリックス中に繊維を完全に組み込むことができる。マトリ
ックス材として、例えば、ポリウレタンまたはエポキシ結合剤が知られている。ＥＰ　１
１６１３４１には、繊維カセ状または繊維織物状の繊維を、互いに接着結合させる方法が
記載されている。接着剤として、種々のポリマーが記載され、溶媒を含有する接着剤、接
着剤粉末および接着剤分散体が利用形態として記載されている。例えば、スチレンブロッ
クコポリマーから作られた粉末を使用して接着する。この接着剤は、接着強度および弾力
性に関しては課せられた要求に適合しており、加圧により繊維を互いに結合させることが
できる。
【０００４】
　しかしながら、粉末接着剤は、一般的に、一点だけで繊維同士を結合させるという欠点
を有する。また、表面に対する良好な接着性を生じさせるために、効果的に溶解しなけれ
ばならない。１つの取り得る方法は、これらの接着剤を溶解物に加えることである。しか
しながら、この方法は、溶解物を製造するための相当な設備費を必要とする。さらに、高
温により基材が損傷する可能性がある。
【０００５】
　多くの場合、ポリマーは溶媒中で製造される。これにより適当な合成が可能になり、ま
た、これにより製造された接着剤は容易にこん包され、移送される。しかしながら、その
利用においは、多量の溶媒が放出されるという欠点を有している。この欠点は、第１に、
環境工学的観点から重大な欠点であり、さらに技術的手段は従業員の労働上の保護を保証
するものでなければならない。このことは、ユーザー側に相当な労力を要求する。したが
って、接着結合において、有機溶媒はできる限り減らされるべきである。
【０００６】
　また、しばしば用いられるスチレンブロックコポリマーは、汎用に適していない。これ
らのポリマーは非極性である。これは、場合により多くの数の極性基を有する種々の繊維
物質に対して不十分な接着をもたらし得る。処理前に繊維に対して前処理することもでき
るが、前処理は付加的で面倒な作業工程である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】欧州特許出願第１１６１３４１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、本発明の課題は、溶媒をほんのわずかな量でしか含まない、ブロックコポ
リマーに基づく熱可塑性接着剤を利用可能にすることである。これらの接着剤は、繊維物
質に対する良好な接着性を示すであろう。良好な接着特性は、ブロックコポリマーの選択
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により得ることができる。ポリマーは、広い温度範囲にわたり、接着結合の良好な耐荷重
特性を確保するのに適したガラス転移温度を示す。さらなる課題は、接着剤分散体の貯蔵
安定性を改善することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この課題は、１５，０００ｇ／モルを超える分子量、および、一方のガラス転移温度（
Ｔｇ）が５０℃以上であり、他方のガラス転移温度が＋１０℃以下である少なくとも２つ
の異なるガラス転移温度を有する、２５～７０重量％のアクリレートブロックコポリマー
および／またはスチレンブロックコポリマー、および、さらなる添加剤を含有し、分散体
に含まれる有機溶媒が０．５重量％未満である水性接着剤分散体により達成される。
【００１０】
　本発明の別の主題は、二次分散体としてのブロックコポリマーの溶媒非含有分散体の製
造方法であって、ポリマーを有機溶媒に溶解して水相に導入し、その後、蒸留により溶媒
含量を減らす方法である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の分散体は、ポリマーとして、熱可塑性エラストマー、例えば、（メタ）アクリ
レートまたはスチレン誘導体に基づくブロックコポリマーを含有することができる。直鎖
構造のポリマーを使用することができ、星型ポリマーを使用することもできる。一般的に
、ブロックコポリマーは、少なくとも２つの異なるガラス転移温度（Ｔｇ）を有する。１
つ目のＴｇは約５０～１３０℃であり、特に８０～１２０℃であり、２つ目のＴｇは、例
えば－６０～＋１０℃であり、特に－４５～０℃である。適するポリマーは２つ以上のブ
ロックを含むのがよい。ブロックは、好ましくはジブロックまたはトリブロックである。
特に、ジブロックコポリマーおよびトリブロックコポリマーの混合物が存在することが望
ましい。
【００１２】
　一実施態様においては、スチレンブロックコポリマーを使用する。スチレンブロックコ
ポリマーは、スチレンまたはその誘導体（例えばα－メチルスチレン）、ならびに別の共
重合可能な不飽和モノマー（例えば、エチレン、プロピレン、ブテン、ブタジエン、イソ
プレンまたは同様のモノマーなど）から構成されるブロック構造を含むポリマーである。
これらは、直鎖状または分枝状スチレンブロックコポリマーであってよく、コポリマーは
交互コポリマーまたはグラフトコポリマーである。それらはジブロックポリマーまたはト
リブロックポリマーであってよく、複数の異なるブロックであってもよい。例えば、スチ
レンブロックコポリマー、例えばスチレンおよびスチレン－ブタジエンコポリマー（ＳＢ
Ｓ、ＳＢＲ）、スチレン－イソプレンコポリマー（ＳＩＳ）、スチレン－エチレン／ブチ
レンコポリマー（ＳＥＢＳ）、スチレン－エチレン／プロピレン－スチレンコポリマー（
ＳＥＰＳ）、またはスチレン－イソプレン－ブチレンコポリマー（ＳＩＢＳ）から選択さ
れる熱可塑性エラストマーが適している。その分子量は、１５，０００ｇ／モルを超える
。適当なスチレンブロックポリマーは、一方が８０℃以上であり、他方が１０℃以下、特
に０℃以下である、２つのガラス転移温度（Ｔｇ）を有する。
【００１３】
　本発明の別の実施態様において、（メタ）アクリレートブロックコポリマーを使用する
。これらは、ジブロック、トリブロックまたはマルチブロックコポリマーであってよい。
各ブロックは、例えば、ポリマーの極性に影響する官能性モノマーを含んでいてよい。狭
い分子量分布を有するポリマーが好ましい場合がある。個々のブロックのモノマーは、ポ
リマーが＋１０℃以下、特に０℃以下の第１ガラス転移温度（Ｔｇ）と、＋５０℃以上、
特に８０℃以上の第２Ｔｇを有するように選択する。
【００１４】
　適当なモノマーは、（メタ）アクリル酸のエステルおよびアクリル酸のエステルであり
、例えば炭素数１～４０の直鎖状、分枝状または脂環式アルコールの（メタ）アクリレー
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ト、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（
メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレー
ト、２－エチルへキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、
ヒドロキシ官能性（メタ）アクリレート、例えば３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリ
レート、３，４－ジヒドロキシブチルモノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル
（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプ
ロピル（メタ）アクリレート、２，５－ジメチル－１，６－ヘキサンジオールモノ（メタ
）アクリレート、特に好ましくは２－ヒドロキシエチルメタクリレート；エーテル含有（
メタ）アクリレート、例えばテトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、１－ブトキ
シプロピルメタクリレート、フルフリルメタクリレート、２－ブトキシエチルメタクリレ
ート、２－エトキシエチルメタクリレート、アリルオキシメチルメタクリレート、１－エ
トキシブチルメタクリレート、１－エトキシエチルメタクリレート、エトキシメチルメタ
クリレート、ポリ（エチレングリコール）メチルエーテル（メタ）アクリレート、および
ポリ（プロピレングロコール）メチルエーテル（メタ）アクリレートなどである。
【００１５】
　上記の（メタ）アクリレートに加えて、重合される組成物は、さらに、前記の（メタ）
アクリレートと共重合可能な不飽和モノマーを含有することもできる。これらとしては、
とりわけ１－アルケン、例えば１－へキセン、１－ヘプテン、分枝アルケン、例えばビニ
ルシクロヘキサン、３，３－ジメチル－１－プロペン、３－メチル－１－ジイソブチレン
、アクリロニトリル、ビニルエステル、例えばビニルアセテート、スチレン、置換したス
チレン、例えばα－メチルスチレンおよびα－エチルスチレン、ビニルトルエンおよびｐ
－メチルスチレン；複素環化合物、例えば２－ビニルピリジン、３－ビニルピリジン、２
－メチル－５－ビニルピリジン、３－エチル－４－ビニルピリジン、２，３－ジメチル－
５－ビニルピリジン、ビニルオキソラン、ビニルフラン、ビニルオキサゾール、ビニルピ
ペリジン、１－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルピロリドン、２－ビニルピロリドン、Ｎ
－ビニルピロリジン、３－ビニルピロリジン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、およびイソプ
レニルエーテル；マレイン酸誘導体、例えば無水マレイン酸、マレインイミドなどが挙げ
られる。
【００１６】
　例えば、これらはアクリレート／オレフィンブロックコポリマー、アクリレート／ビニ
ルモノマーであってよく、好ましくはアクリレート／アクリレートブロックコポリマーで
ある。特に、高いＴｇを有するブロックは、メタクリル酸エステルに基づき構成される。
【００１７】
　別の実施態様では、他のゴム－弾性ブロックコポリマーを用いる。その例は、ポリエス
テル－ウレタン、エチレン－アクリレートコポリマー、ブチルゴム、天然ゴム、およびエ
チレン－プロピレンコポリマーである。これらのポリマーは、他のポリマーとの混合物の
一部として用いてもよい。接着特性（例えば、接着性、弾性、溶融挙動、分散安定性など
）はこれらのポリマーに影響を受ける。ブロックコポリマーの極性に影響を与えるために
、極性官能基（例えばＯＨ基、ＣＯＯＨ基）を、官能性モノマーによりまたはポリマー鎖
の反応の結果としてポリマー中に存在させることができる。しかしながら、非極性基もあ
り得る。これらは、ポリマーの水に対する分散能に影響を及ぼし、さらに、基材に対する
接着性にも影響を与える。しかしながら、自己架橋性基は存在しないことが好ましい。
【００１８】
　ブロックコポリマーの製造方法は既知である。これらは溶液重合であってよく、既知の
開始剤を用いることができる。数多くのブロックコポリマーの製造方法が存在する。当業
者は、用いるモノマーに基づき製造方法を選択することができる。有機溶媒中で、または
溶媒非含有態様でブロックコポリマーを製造することができる。適するポリマーは、種々
の組成で商業的に入手することができる。
【００１９】
　本発明の接着剤は、任意にさらなる添加剤、例えば接着促進剤、可塑剤、安定化剤、殺
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菌剤、粘着性付与樹脂、ワックス、顔料、フィラー、ｐＨ調整物質、界面活性剤、乳化剤
、湿潤剤または増粘剤を含有することができる。
【００２０】
　可塑剤は、例えば、医療用白色鉱油、ナフテン系鉱油、ポリプロピレンまたはポリブチ
レンまたはポリイソプレンオリゴマー、水素化ポリイソプレンおよび／またはポリブタジ
エンオリゴマー、安息香酸エステル、フタル酸エステル、またはアジピン酸エステル、ス
ルホン酸エステル、ホスホン酸エステル、植物油若しくは動物油およびそれらの誘導体、
ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリコール、ポリメチレングリコールおよびそ
れらのエーテルである。これらの可塑剤は、流動挙動または柔軟性を調節するために好適
に用いられる。その量は、接着剤の固形分に基づき０重量％であってよく、１５重量％以
下であり得る。
【００２１】
　また、ワックスが含まれていてもよい。例えば、０～１５重量％の量のワックスを接着
剤に加えることができる。天然ワックスまたは合成ワックスを使用することができる。使
用し得る天然ワックスは、植物性ワックス、動物性ワックス、鉱物ワックスまたは石油化
学系ワックスである。使用し得る化学系ワックスは、モンタンエステルワックスまたはサ
ゾールワックスなどのハードワックスである。合成ワックスとして、ポリアルキレンワッ
クスおよびポリエチレングリコールワックスを使用し得る。他の適当なワックスは、石油
化学系ワックス、例えばペテロラタム、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス
、フィッシャー－トロプシュワックス、パラフィンワックスまたはマイクロクリスタリン
ワックスである。
【００２２】
　適当な安定化剤は、水または光による分解から接着剤を保護する物質である。本発明の
接着剤は、例えば３重量％以下の、好ましくは２重量％以下の酸化防止剤またはＵＶ安定
化剤を含有し得る。一態様では、顔料およびフィラーを実質的に含まない。
【００２３】
　適当な粘着性付与樹脂は、例えばテルペン樹脂、クマロン／インデン樹脂などの炭化水
素樹脂；脂肪族石油化学系樹脂；不飽和ＣＨ化合物に基づく炭化水素樹脂、または変性フ
ェノール樹脂、あるいはコロフォン樹脂およびその誘導体である。これらは、例えば、ヒ
ドロアビエチルアルコールおよびそのエステル、変性天然樹脂、例えばバルサム樹脂から
の樹脂酸、トールロジンまたはウッドロジン、コロフォンおよびそれらの誘導体、テルペ
ン樹脂であり、または特に芳香族、脂肪族若しくは脂環式炭化水素樹脂ならびにそれらの
種々の変性若しくは水素化樹脂である。その量は、接着剤固形分に基づき、例えばアクリ
レートコポリマーの実施態様では０重量％であり、また、別の実施態様においては最大で
２５重量％未満であり、特にスチレンコポリマーの実施態様では１０重量％以上である。
【００２４】
　本発明によれば、接着剤は、好ましくは少なくとも１つの表面活性物質を含むのがよい
。表面活性物質は、水に対して表面張力を低下させる物質（例えば消泡剤、界面活性剤、
湿潤剤など）であると理解される。原則として、表面活性物質は親水性基および疎水性基
（特に親油性基）を有する。分散前に、表面活性物質の一部を水相または分散させたポリ
マー相に添加することができる。表面活性物質は、湿潤のために、発泡を抑制するために
、またそれ自身は不溶性であるポリマーおよび添加剤部分を安定化させるために機能する
。アニオン性、非イオン性、カチオン性または両性界面活性剤、あるいはそれらの２種以
上の混合物を含有することができる。
【００２５】
　適当なアニオン性界面活性剤の例は、アルキルスルフェート、アルキルエーテルスルフ
ェートおよびアルキルアリールエーテルスルフェート、例えばアルキルフェノールエーテ
ルスルフェート、脂肪アルコールおよび脂肪アルコールエーテルスルホネート、特にアル
キルスルホネート、アルキルアリールスルホネート、タウリド、任意にエトキシ化された
スルホコハク酸エステルおよびスルホコハク酸の半エステル、カルボン酸（例えば脂肪酸
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）のアルカリ塩およびアンモニウム塩、リン酸部分エステルおよびそれらのアルカリ塩お
よびアンモニウム塩である。
【００２６】
　両性界面活性剤の例は、Ｎ－アルキル－ジ（アミノエチル）グリシンまたはＮ－アルキ
ル－２－アミノプロピオン酸塩などの長鎖置換アミノ酸、Ｎ－（３－アシルアミドプロピ
ル）－Ｎ,Ｎ－ジメチルアンモニウム塩またはアルキルイミダゾリウムベタインなどのベ
タインである。
【００２７】
　非イオン性界面活性剤の例は、アルキルポリグリコールエーテル、アルキルアリールポ
リグリコールエーテル、脂肪アルコールポリグリコールエーテル、脂肪アルコールＥＯ／
ＰＯ付加物およびアルキルフェノールＥＯ／ＰＯ付加物、エチレンオキシド／プロピレン
オキシド（ＥＯ／ＰＯ）ブロックコポリマー（約８～約５０のＥＯまたはＰＯ単位を有す
ることが好ましい）、アルキルアミン、脂肪酸および樹脂酸の付加生成物、平均８～約２
４個の炭素原子を有する直鎖状または分枝状、飽和または不飽和アルキル基および１個の
オリゴグリコシド基を有するアルキルポリグリコシド、天然物質およびその誘導体、例え
ばレシチン、ラノリン、またはサルコシン、極性基含有直鎖状有機（ポリ）シロキサン、
特に１０個以下の炭素原子を有するアルコキシ基および約５０個以下のＥＯまたはＰＯ基
を有するものである。
【００２８】
　表面活性物質に代えて、または加えて、本発明の接着剤分散体は保護コロイドを含有す
ることができる。これはアニオン性界面活性剤または非イオン性界面活性剤の使用を含み
得る。これらの例は、天然ポリマー、例えばデンプンエーテルおよび／またはセルロース
エーテル、またはそれらの誘導体、例えば酸化、エステル化、エーテル化、酸分解により
修飾された誘導体、特にヒドロキシアルキルエーテルデンプン、ヒドロキシアルキルセル
ロース、カルボキシアルキルセルロース、カルボキシアルキルエーテルデンプン；デキス
トリン、またはヒドロキシアルキルデキストリンである。
【００２９】
　任意に（メタ）アクリル酸のエステルと共重合した形態（場合によりＯＨ基を有する）
の、ポリビニルピロリドンまたはポリカルボン酸（例えばポリ（メタ）アクリル酸）また
はポリアクリルアミドおよびその誘導体も適当である。さらに、例えば７０～９０％の加
水分解度を有するポリビニルアルコールが、保護コロイドとして存在してもよい。
【００３０】
　保護コロイドは、場合により中和後もアニオン性または中性でなくてはならない。その
ような製品は市販されており、当業者はその特性に基づいて選択することができる。
【００３１】
　本発明によれば、接着剤分散体は、接着剤固形分に基づいて、０．０１～１０重量％の
、特に０．１～５重量％の界面活性剤および／または保護コロイドを含有し得る。
【００３２】
　本発明の接着剤分散体は、水相とポリマー相を含む。塗布後、水相が蒸発し、固体の接
着相が得られる。本発明によれば、乾燥した接着剤は２つの異なるガラス転移温度（Ｔｇ

）を示す必要がある。接着剤の低い方のガラス転移温度は１０℃以下、特に０℃以下であ
る。高い方のガラス転移温度は、５０℃以上、特に８０℃以上である。ガラス転移温度は
ポリマーを選択することにより決定することができる。さらに、ガラス転移温度は、他の
添加剤（例えば可塑剤または粘着性付与樹脂）により影響を受ける。
【００３３】
　本発明の接着剤の一実施態様は、接着剤の固形分に基づき、６０～９０重量％の１つ以
上のブロックコポリマー、０～３０重量％の粘着性付与樹脂、０．５～３重量％の安定化
剤、および０～１５重量％の乳化剤または保護コロイドを含む。構成成分の合計は１００
％になる。特定の実施態様においては、粘着性付与樹脂は含まないが、別の実施態様にお
いては１０～２５重量％の粘着性付与樹脂、特に合成樹脂を含む。
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【００３４】
　本発明の接着剤分散体は、実質的に有機溶媒を含有しない、すなわち、溶媒の含有量は
（分散体に基づき）０．５重量％未満である。分散体のｐＨは、ｐＨ６～１０であるのが
よい。ｐＨは、必要に応じて、酸または塩基を添加することにより後に調整することもで
きる。特定の好適な実施態様では、二次分散体として接着剤分散体を製造する。
【００３５】
　本発明の別の主題は、水性接着剤分散体の製造方法であって、前記分散体がほんのわず
かな量の溶媒しか含まない水性接着剤分散体の製造方法である。この方法では、ポリマー
またはポリマー混合物を有機溶媒に溶解させる。水性溶媒含有分散体を生成した後、この
分散体から蒸留により溶媒を除去する。
【００３６】
　必要であれば、例えば８０℃まで加熱することにより、または撹拌することにより溶解
を補助することができる。溶媒は、一方で良好な溶解作用を示し、他方で、後に水相から
蒸留により除去できるように選択する。（１０１３ｍｂａｒで）１５０℃以下の、好まし
くは６５～１３０℃の沸点を有する溶媒または溶媒混合物が特に適する。そのような溶媒
は、例えば、トルエンなどの芳香族不活性化合物；シクロヘキサンなどの炭化水素；酢酸
エチル、酢酸ブチル、プロピオン酸エチルなどのカルボン酸エステル；メチルイソブチル
ケトンなどのケトンまたはアセトン；アルコール、特にエタノール、ブタノール、イソプ
ロパノールなどのＣ１～Ｃ５アルコール、またはｔｅｒｔ－アルキルアミンである。具体
的には、Ｃ１～Ｃ３カルボン酸とＣ１～Ｃ６アルコールのエステルを使用することもでき
る。溶媒として、芳香族炭化水素または脂肪族炭化水素を使用することもできる。他の成
分および添加剤（例えば、樹脂、可塑剤、安定化剤）をこの工程段階で加えることもでき
る。特に、十分な量の乳化剤および／または保護コロイドを有機溶媒に加えることが有利
である。
【００３７】
　水相も調製される。水相は、水、乳化剤および／または発泡剤を混合することにより調
製することができる。水相のｐＨは、任意にｐＨ調整剤を加えることにより調整すること
ができる。すべての添加剤をポリマー相に混合することもできる。
【００３８】
　次いで、２つの相を混合する。混合は、例えば、結合剤の有機溶媒を、急速撹拌下に加
熱した水相に導入するような方法で行うことができる。有機相の量は、水相に素早くかつ
良好に分散体が生じるよう調節する。これにより、有機粒子の水中分散物が得られる。
【００３９】
　別の方法は、水相とポリマー相を混合機中で同時に接触させることである。相を加熱す
ることにより混合を補助することもできる。本発明において、分散体粒子の大きさは、導
入されるせん断力に依存する。必要に応じて、同じ分散体を繰り返し混合機に通すことが
できる。
【００４０】
　分散体が調製された時点で、好ましくは真空下で蒸留する。真空、および分散体相の温
度は、選択した溶媒を効果的に留去できるよう選択する。蒸留の温度が１２０℃以下、特
に７０℃以下であることが有効である。蒸留は、溶媒における生成が少なくなるまで行う
。本発明によれば、分散体の残留溶媒含量が、（分散体に基づき）０．５重量％未満であ
ることが好適である。蒸留において、必要であれば消泡剤を分散体に加えることができる
。一実施態様の方法では、トルエンなどの芳香族溶媒を全く使用しない。
【００４１】
　十分に安定な水性分散体を得るために、分散体のパラメータを調節することができる。
例えば、ｐＨ調整剤を添加することによりｐＨを調節することができる。さらに、水を添
加することにより適当な溶媒含量を確立することができる。同様に、増粘剤を添加するこ
とにより粘度を調節することができる。さらに、分散体をろ過することにより粗く不完全
な分散粒子を除去することができる。
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【００４２】
　分散体は、０．１～１０μｍ、特に５μｍ未満の平均粒子径を有するのがよい。Ｄ５０
値は、平均粒子径として測定される。分散体の固形分は２５～７５重量％であり、特に３
５～６５重量％である。接着剤分散体は、２５℃で、５０００ｍＰａｓ以下の、特に２０
０～２０００ｍＰａｓの粘度を有するのがよい。より高い固形分を有する貯蔵安定形態（
これは塗布前に低固形分まで希釈される）を製造することが知られている。
【００４３】
　本発明に従って製造された分散体は、長期間の貯蔵が可能である。分散体粒子の実質的
な沈降は観察されず、粒子径も長期間一定である。本発明の分散体は、実質的に溶媒を含
まない。本発明の分散体は低粘度であり、適当な基材上に薄い層として、また、少量で塗
布することができる。
【００４４】
　本発明のさらなる主題は、繊維物質を接着結合するための上述した接着剤分散体の使用
である。適当な基材は、既知の繊維基材である。これらの基材は不織布基材であってもよ
い。ロービングなどの繊維束であってよく、繊維織物は被覆されていてもよい。繊維複合
材料で知られる繊維を、繊維として使用することもできる。これらの繊維は、ガラス繊維
、石英繊維、炭素繊維、ポリエステル繊維、ポリオレフィン繊維、ポリアミド繊維、また
はポリアクリロニトリル繊維であり得る。繊維は、意図する用途に基づいて選択すること
ができる。同様に繊維の好適な形態は、製造する基材の機械的要件に従って選択されるこ
とも知られている。繊維を配向形式で結合させることができ、複数の層を互いに異なる配
向で結合させることができる。さらに繊維と、例えば（複合）フィルムまたはセラミック
板などの他の基材を結合させることも既知である。そのような繊維は、例えば航空機構造
、住宅建築、車両構造、風力ローターの羽、または高い機械的応力を受ける他の部材など
の複合部材で用いられる。別の用途において、不織布基材をフィルムと結合することがで
き、接着後も接着生成物は柔軟なままである。
【００４５】
　本発明の接着剤分散体は、種々の方法で基材上に塗布することができる。例えば、対応
する繊維、織物または不織布物質に噴霧塗布により接着剤分散体を塗布することができる
。別の塗布態様では、繊維物質に接着剤を含浸する。本発明の別の実施態様では、接着剤
の水性分散体に繊維物質を通すことにより、繊維物質の表面を被覆する。別の実施態様で
は、繊維の一部分のみを被覆するような方法で接着剤を塗布する（すなわち、接着剤は個
々の領域でのみ結合する）。実施方法に応じて、繊維物質上に塗布した接着剤を乾燥させ
ることができる。乾燥は、例えば加熱により、または揮発性物質を除去することにより行
うことができる。揮発性物質の蒸発は、担体物質を加熱することにより促進させることが
でき、さらに、乾燥気体または加熱気体を吹きこむことで、水や他の揮発性物質を留去さ
せることもできる。これにより、乾燥表面を有する前被覆した物質を製造する。この物質
は本質的に粘着性ではなく、中間生成物として貯蔵することができる。
【００４６】
　一実施態様によれば、この中間生成物から複合材料を製造することができ、被覆された
繊維物質はこん包され、適切な形に変換されている。次いで、圧力および熱をかけること
により、熱可塑性接着剤と繊維とを互いに接着させることができる。温度は基材に依存し
、基材が損傷を受けない温度である。例えば２００℃以下、好ましくは１４０℃以下、特
に１００℃以下の温度であり得る。これに関して、結合した繊維物質において複数の結合
点が作られ、それらは一緒になって寸法安定性のある基材を生じる。さらに、基材の形を
制限内で選択し得る。原則として、形は製造する結合成形部材の利用分野に依存する。
【００４７】
　別の実施態様では、接着剤分散体をシーリング接着剤として使用する。この態様では、
後に封止されるこん包材料の表面を本発明の接着剤で被覆し、乾燥させる。その後、この
層を加圧下で別の層と封止することができ、こん包の合わせ目を形成することができる。
これはヒートシール法またはコールドシール法として行うことができる。本発明の方法は
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、接着させる表面の加熱を抑えることができ、繊細な基材に対するストレスを低減するこ
とができる。
【００４８】
　本発明の接着剤の別の使用は、複合材料を生産するための軟性繊維基材と軟性フィルム
の接着結合である。これらは、織物産業において機能性物質として使用することができる
。接着剤活性化のためのかなり低い温度は、この利用例に適している。
【００４９】
　本発明の分散体は、低粘度接着剤を提供する。例えば、種々の繊維物質へ薄い層で塗布
することができる。さらに、使用する接着剤は溶媒を含まない。加工中およびその後の加
熱においても、健康を害する有機溶媒や他の有機揮発性物質が放出しない。これにより、
さらなる産業衛生に関する要求を低減することができる。さらに、表面の膨張に起因する
基材の損傷も抑える。
【００５０】
　ブロックコポリマーとしてのポリマーの選択が、高レベルの機会的負荷に耐える結合基
材をもたらす。この結合基材は優れた柔軟性を示すだけでなく、高温下でさえも安定な接
着結合を示す。物質が熱可塑性であるため、結合物質は温度上昇において機械的変形に耐
えることができる。シールコーティングとしての利用形態においても同様に、基材に対す
る良好な接着性が得られる。こん包材の封止を低温で行うことができるため、こん包され
る物質またはフィルムが不必要に熱ストレスにさらされることがない。
【実施例】
【００５１】
　本発明の測定方法：
　ガラス転移温度Ｔｇ：ＤＳＣにより測定
　固形分：１０５℃で、ＤＩＮ　５３１８９により測定
　粘度：２５℃で、ブルックフィールド、ＥＮ　ＩＳＯ　２５５５により測定
　粒子径：光散乱原理を利用して測定、Ｄ５０値は、コールター・カウンターにより測定
した、５０体積％の粒子が表示値より小さくなる値である
　分子量：ＧＰＣ（スチレン標準）により決定した数平均分子量（ＭＮ）
【００５２】
　実施例１
　スチレンブロックコポリマーを含む二次分散体
構成：
　スチレンブロックコポリマー：　１４４ｇ（ＭＮ　約２１０，０００　ｇ／ｍｏｌ）
　水素化炭化水素樹脂：　４７ｇ
　Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０：　５ｇ（安定化剤）
　イソプロパノール：　８０ｇ
　トルエン：　７０５ｇ
　水：５２９ｇ
　アニオン性乳化剤：　４．１ｇ
　非イオン性乳化剤：　７．９ｇ
【００５３】
　撹拌しながら、ブロックコポリマーと溶媒を溶解させて、７５℃まで加熱する。次いで
、樹脂、安定化剤および非イオン性乳化剤を添加し、連続的に撹拌することで均質化する
。
【００５４】
　水およびアニオン性乳化剤から水溶液を調製し、約７５℃の温度まで加熱する。
【００５５】
　水相を準備し、ローター・ステーター混合機内で混合し、（約８０℃まで加熱した）ポ
リマー相をゆっくりと加えて均質化する。最大撹拌速度で２分後に、エマルションが完全
に調製される。必要に応じて、少量の消泡剤を分散体に添加することもできる。
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【００５６】
　そのエマルションを熱いうちに、撹拌および蒸留のための付属部を含むガラス器具中に
移し入れる。約４５０ｍｂａｒの陰圧をかけ、撹拌しながら分散体を加熱する。約５０℃
の温度で溶媒を留去する。蒸留は、溶媒含量が０．５％未満になった時点で終了する。
　その後、溶媒をろ過する。
【００５７】
　平均粒子径：　１．５μｍ
　固形分：　４０～４３重量％
　ｐＨ：　９
　（おおよその）粘度：　３００ｍＰａｓ（２５℃、スピンドル２）
【００５８】
　実施例２
　アクリレートブロックコポリマーを含む二次分散体
構成：
　アクリレートブロックコポリマー：　１４４ｇ（メチルメタクリレート、ブチルアクリ
レート、Ｔｇ：１００～１２０℃、Ｔｇ：約－４５℃）
　非イオン性乳化剤：　８ｇ
　Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０：　５ｇ
　酢酸エチル：　７９０ｇ
　水：　５２０ｇ
　ＮａＯＨ：　約０．６ｇ
　アニオン性乳化剤：　１１．７ｇ
【００５９】
　調製方法は、非イオン性乳化剤をポリマー相に加え、アニオン性乳化剤を水相に加える
こと以外は実施例１と同じである。ろ過後、必要に応じて増粘剤を用いて粘度を調整する
。
【００６０】
　固形分：　４３～４５重量％
　ｐＨ：　８
　平均粒子径：　０．５μｍ
　（おおよその）粘度：　３００ｍＰａｓ（２５℃、スピンドル２）
【００６１】
　実施例３
　アクリレートブロックコポリマーを含む二次分散体
構成：
　アクリレートブロックコポリマー：　１７１ｇ
　コロフォン樹脂：　２９ｇ
　非イオン性乳化剤：　８ｇ
　Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０：　５ｇ
　酢酸エチル：　７９０ｇ
　水：　５２０ｇ
　ＮａＯＨ：　約０．６ｇ
　アニオン性乳化剤：　１１．７ｇ
【００６２】
　調製方法は、実施例２と同じである。次いで、分散体に増粘剤を加える。
　増粘剤：　３０．５ｇ
【００６３】
　固形分：　４１～４４重量％
　ｐＨ：　８
　平均粒子径：　０．５μｍ
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　（おおよその）粘度：　３００ｍＰａｓ
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